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那覇市告示第４３号

１９６８年４月１５日










　第１０１回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。










那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　　古堅宗徳













１．　日時　　　　１９６８年４月１８日（木）午前１０時

２．　場所　　　　那覇市議会議場

３．　付議事件




(1)　議決内容の一部変更について




(2)　工事請負契約について




(3)　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について




(4)　議決内容の一部変更について







第１０１回那覇市議会臨時会会期日程計画




１９６８年４月１８日　　１日間
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	種別

	日程
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	木

	本会議

	議案上程・説明聴取・質疑・討論・表決

	

















第101回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件







議案第　２８　号




議決内容の一部変更について




　次のとおり議決内容の一部を変更する。




１９６８年４月１８日提出




那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




１．　議決事件名　　財産の処分および契約について

（１９６８年３月１８日同意）

２．　変更する事項

(1) 　売買地積

既決地積　　　　５，１３１．３０平方メートル（１，５５２坪２号２勺）

変更する地積　　１，７０３．３８平方メートル（　　５１５坪２号７勺）

(2) 　契約金額

既決金額　　　　＄２０１，７８８ドル６０セント

変更する金額　　＄　６６，９８５ドル１０セント




（提案理由）

　政府道４１号線関係立退者のうち、この土地購入希望者は６件しかないため、契約相手方から、実際に必要とする地積を譲渡してもらいたいとの要請があるので、この案を提出する。






議案第　２９　号




工事請負契約について




　次のとおり工事請負契約を締結する。




１９６８年４月１８日提出




那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




１．　契約の目的　　　那覇市ごみ処理場焼却工場建設工事

２．　契約の方法　　　随意契約

３．　契約金額　　　　＄５６５，２１０ドル

４．　工期　　　　　　議決の日から１９６９年５月２５日

５．　契約の相手方　　那覇市壺屋町１９３番地

合資会社　日乃出機械工業所

代表社員　山城正雄




（提案理由）

　市内から排出されるごみを衛生的に完全処理するため、ごみ処理場に焼却工場を建設したいので、この案を提出する。




参考資料

工事請負仮契約書

１．　工事名　　　　那覇市ごみ処理場焼却工事建設工事

２．　工事場所　　　南風原町字新川伊武志川原６５８番地

３．　工期　　　　　議決の日から１９６９年５月２５日まで

４．　請負代金額　　＄５６５，２１０．００

５．　契約保証金　　＄１６，９５７．００

　上記工事の請負について、那覇市長西銘順治（以下「甲」という。）と合資会社日乃出機械工業所代表社員山城正雄（以下「乙」という。）との間に次のとおり契約を締結する。

第１条　乙は、別冊図面および仕様書（現場説明等含む。以下同じ）に基づき頭書の請負代金額をもつて頭書の工期内に頭書の工事を完成しなければならない。

２　図面および仕様書に明示されていないもの、または図面と仕様書の交互符合しないものがあるときは、甲乙協議して定める。ただし、軽微なものについては、第４条に規定する監査員の指示にしたがうものとする。

３　乙は、図面および仕様書に基づく工程表を３部作成し、議決の日から１５日以内に甲に提出しなければならない。

４　甲は、前項の工程表の提出を受けたときは、ただちにこれを審査し、不適当と認めたときはその理由を明示し、期日を指定して再提出を求め、適当と認めたときは、承認を与えなければならない。

５　乙は、議決の日から１０日以内に工事に着手しなければならない。

第２条　乙は、この契約により生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させてはならない。ただし、書面により甲の承諾を得た場合は、この限りではない。

第３条　乙は、この契約の履行について、工事の全部を一括して、または工事の主体的部分を第三者に委任し、または請負わせてはならない。

２　乙は、工事の一部を第三者に委任し、または請負わせようとするときは、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。

３　乙は、前項の規定により承認を得た工事につき、受託者または下請負人を決定したときは、当該工事の着手前に甲に通知しなければならない。

４　甲は、乙に対して受託者または下請負人が工事の施行につき著しく不適当と認められるときは、その変更を請求することができる。

第４条　甲は、乙の工事施行について自己に代って監督しまたは指示する監督員を定め、乙に通知する。

２　監督員は、この契約書、図面または仕様書に定められた事項の範囲内において次の各号の職務を行う。

(1)　工事施行に立ち会いまたは必要な監督を行ない、もしくは第５条に規定する乙の現場代理人に対して指示を与えること。

(2)　工事用材料または工作物の検査もしくは試験を行うこと。

第５条　乙は、現場代理人および工事現場における工事施行の技術上の管理をつかさどる専任の主任技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもつて通知しなければならない。

２　前項の現場代理人と主任技術者とは、これを兼ねることができない。

３　乙の現場代理人および主任技術者は工事現場に常駐し、監督員の指示にしたがい、工事現場の取締りおよび工事に関するいつさいの事項を処理しなければならない。

第６条　監督員は、乙の現場代理人、主任技術者、使用人または労務者について、工事の施行または管理につき著しく不適当と認められる者があるときはその理由は明示し乙に対してその交代を求めることができる。

第７条　工事に使用する材料について、品質または品等があきらかでないものについては、それぞれ中等以上のものとする。

２　工事に使用する材料は、使用前に監督員の検査を受け合格したものでなければ使用することができない。

３　監督員は、乙から前項の規定による検査を求められたときは、ただちにこれに応じなければならない。

４　前項の材料を検査するために直接必要な費用は、乙の負担とする。

５　検査の結果不合格と決定した材料については、乙は監督員の指図により遅滞なくこれを工事現場から搬出しなければならない。

６　乙は、工事に使用する材料のうち調合を要するものについては監督員の立ち会いを得て調合したものでなければ、これを使用してはならない。

７　乙は、監督員の承認を受けなければ、工事現場に搬入した検査済材料を持ち出してはならない。

第８条　乙は、機械ならびに関連機器据付工事が完了したときは、ただちに専門の技術員を派遣して、甲立ち会いのもとに所定の調整試運転を行い性能を確認するものとする。

２　調整試運転期間は３０日間とし、１９６９年５月２５日までに完了しなければならない。試運転に要する費用は、乙の負担とする。

３　乙は、第１項の調整試運転期間中引出灰の熱灼減量を測定し、すみやかに甲に報告しなければならない。

第９条　乙は、工事が完成したときは、甲に工事完成届を提出しなければならない。

２　甲は、乙から前項の工事完成届を受理したときは、その日から１５日以内に検査を行い検査に合格したときは、その旨乙に通知し、同時にその引渡しを受けるものとする。

３　乙は、前項の完成引渡したのち、１８０日以上専門の技術員を自己の費用で常駐させて、甲に対する技術指導を行うものとする。

４　乙は常駐させる専門の技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもつて通知しなければならない。

５　第２項の規定により検査を受けるときは、乙またはその代理人は立ち会わなければならない。この場合において、これらのものが立会わないときは、検査の結果について異議の申し立てをすることができない。

６　第２項の検査に合格しないときは、乙は甲の指示する期間内に補修または改造して甲の再検査を受けなければならない。この場合における再検査の期日は、甲が乙から補修または改造を終了した旨の通知を受けた日から１５日以内とする。

第１０条　請負代金は、前条の検査に合格し引渡しを終了したとき、那覇市会計課において支払うものとする。

２　乙は、工事完成前に出来高部分に対する部分払いを請求することができる。ただし、この請求は工事中４回を越えることはできない。

３　既済部分に対する所有権は甲に移転するが、その危険負担は、目的物の完成引渡しまでは乙に属するものとする。

第１１条　甲は、前条第２項の請求を受けたときは、出来高検査調書に基づいてその代価の１０分の９以内の金額を支払うものとする。

第１２条　前条の規定により支払われた請負代金は、この請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。

第１３条　乙は、工事に支障を及ぼす天候の不良、その他その責に帰することができない理由または正当な理由により工期内に工事を完成することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を付して、工期の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は甲乙協議して定める。

第１４条　乙の責めに帰すべき理由により契約で定めた工期内に工事を完成することができない場合において期限後に完成する見込みがあると認めたときは、甲は遅延違約金を徴収して工期を延長することができる。

２　前項の遅延違約金は、遅延日数１日につき、遅延部分に相当する代価の１，０００分の３とする。

３　前項の遅延違約金は、請負金額支払いの際、甲に支払うものとし、なお不足する場合は甲の指定する期日までに納付するものとする。

第１５条　甲は必要がある場合には工事の内容を変更し、もしくは工事を一時中止し、またはこれを打ち切ることができる。この場合において、請負金額または工期を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

２　前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲はその損害を賠償し、その額は甲乙協議して定めるものとする。

第１６条　甲は乙が次の各号の一に該当するときは契約を解除することができる。

(1)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があったとき。

(2)　契約の履行にあたり、監督員または検査員の指示に従わずまたは職務を妨害したとき。

(3)　正当な理由がなくて着手期日を過ぎても工事に着手しないとき。

(4)　工事が工程表より著しく遅れ、工期内または期限後相当期間内に工事が完成する見込みがないと認められるとき。

(5)　前各号のほか乙が契約事項に違反し、その違反によつて契約の目的が達することができないとき。

２　前項の規定により契約を解除したときは、契約保証金は甲に帰属する。

第１７条　乙は、第９条に規定する引渡しの日から１年間、（施設の機械および機器については３年）、工事目的物のかしを補修、またはそのかしによつて生じた滅失もしくはき損に対して損害を賠償しなければならない。ただし、その期間は土地の工作物（石造、コンクリート造、れんが造または金属造の工作物を含む。）および地盤のかしについてはこれを５年とする。

第１８条　乙は、工事施行について第三者に損害をおよぼしたときは、その賠償の責めを負うものとする。

第１９条　この契約の履行については、この契約書に定める事項のほか、工事その他の請負契約条例（1953年那覇市条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。

第２０条　この契約に関して甲と乙との間に疑議が生じたとき、またはこの契約書に定めのない事項については、甲乙協議の上定めるものとする。

第２１条　この仮契約は、後日議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約をもつて本契約とする。

　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して各自がその１通を所持する。

１９６８年４月１１日

甲　　那覇　市長　西銘順治

那覇市壺屋町１９３番地

乙　　合資会社日乃出機械工業所

代表　社員　山城正雄

大阪市北区堂島中１丁目

保証人　　　　　　１６番地の１

田熊汽罐製造株式会社

代表取締役　彦坂勇雄

～～～～～～～～～～～～～～～～



議案第　３０　号

那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

　那覇市住宅設置および管理条例の一部を改正する条例を別紙のように制定する。

１９６８年４月１８日提出

那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳

（提案理由）

　近く完成する那覇市宇栄原市営住宅（第１種・第２種）ならびに久場川市営住宅（第１種）の設置および家賃額を定めるため、この案を提出する。

那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例




　那覇市営住宅設置および管理条例（１９６３年那覇市条例第２５号）の一部を次のように改正する。

　別表第１那覇市宇栄原市営住宅の項の次に次のように加える。




	那覇市宇栄原市営住宅

	那覇市字宇栄原

	鉄筋コンクリート４階建

	４０．００平方メートル

	１５ドル８８セント

	１９６８年

	１棟（２４室）












	那覇市久場川市営住宅

	那覇市首里久場川町２丁目

	鉄筋コンクリート４階建

	４０．００平方メートル

	１６ドル９６セント

	１９６８年

	６棟（１４４室）











　別表第２那覇市宇栄原市営住宅の項の次に次のように加える。



	那覇市宇栄原市営住宅

	那覇市字宇栄原

	鉄筋コンクリート４階建

	３３．００平方メートル

	１２ドル１３セント

	１９６８年

	４棟（１０４室）











付則




　この条例の施行期日は、別に規則で定める。




～～～～～～～～～～～～～～






議案第　３１　号




議決内容の一部変更について

　次のとおり議決内容の一部を変更する。




１９６８年４月１８日提出

那覇市長職務代理者

那覇市第一助役　古堅宗徳




１．　議決事件名　　　第４次泊・安謝間公有水埋立て事業債を起こすことについて　（１９６８年３月１８日可決）

２．　変更する事項　　借入れ利率

既決利率　　　　年７．６６５パーセント

変更する利率　　年８．０３　パーセント




（提案理由）

　議決後起債借入れ先の琉球銀行と接衝した結果、利率変更の必要が生じたので、この案を提出する。




（参考資料）

　変更の理由

　第４次泊・安謝間公有水面埋立て事業債については、１９６８年３月１８日づけ市議会の議決を経て、その後借入れ先の琉球銀行と借入れ接衝をしたのでありますが、このような多額の資金を琉球銀行だけで負担することは困難のため、その資金の一部を外国銀行から借入れしなければならないが、この場合の金利および手数料等の負担を見込んで、当初利率を年７．６６５パーセントとしたけれども、実際に外国銀行と折衝した結果、この利率では採算がとれないので、貸付利率を年８．０３パーセントとしたいとの申し入れがあり、市としても埋立て事業計画を再検討した結果利率を変更しても充分独立予算として事業を執行することができるとの結論を得ましたので、さきの議決を変更のうえ市債を起こしたい。

　利率変更にともなう財政計画は、別紙のとおりでありますが、変更前と比較しまして、手形利子が１６，６６８ドル、証書による利子５９，３１２ドル、計７５，９８０ドルの増で、元利償還額合計は、６，６７１，５９２ドルとなつております。

　償還財源となる土地処分収入につきましては、変更前が１平方メートルあたり、２７ドル２７セント（坪あたり９０ドル１３セント）に対し、変更後は、２７ドル５８セント（坪あたり９１ドル１５セント）とする計画で、１平方メートルあたり３１セント（坪あたり約１ドル）の増となります。




第４次泊・安謝間公有水面埋立て事業財政計画

（収入）　　　　　　　　　　（支出）

[image: 画像]

第４次泊・安謝間公有水面埋立て事業債償還年次表




借入金額　　　　　　　５，０００，０００ドル

利率　　　　　　　　　年８．０３パーセント

償還期限および方法　　５カ年（１カ年すえ置き含む）半年賦元金均等償還




[image: 画像]



決議案第　２　号




沖繩の祖国復帰に関する要請決議




　那覇市議会は、市民の総意を体し過去１０回にわたり復帰要請決議を行つてきた。

とくに、昨年１１月の佐藤総理訪米に際しては「独立国日本の政治的な重要課題は失われた国土と国民をすみやかに回復することにある」との観点に立つてその実現のため強く要請した。

しかるに佐藤ジヨンソン共同声明は、われわれの要求に応えるものではなかつたことに不満の意を表明せざるを得ない。

２３年の長期にわたるアメリカの軍事的な植民地統治が如何に不法、不当なものであり、且つ県民の生命と財産に脅威を与えているかは過去何回となく指摘したところであり今更論ずるまでもない。

われわれは沖縄分断の日「１６度目の４．２８沖縄返還デー」を迎えるに当り、沖縄県民の熾烈な要求である祖国復帰に関し、日米領国政府が、すみやかにその実現を図る措置を講ずるよう強く要請する。

１９６８年４月１８日







那覇市議会












第１０１回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件・処理結果







第１０１回那覇市議会（臨時会）処理結果




１．本会議１９６８年４月１８日

	（午前１０時２３分開会）

	（午前１１時２５分閉会）










本日の会議事件並びにその結果下記のとおり






	提出

	件名

	提案者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	６８

	４

	１８

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	６番議員

９番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	1日間




	


	


	


	２８

	議決内容の一部変更について

	市長

	原案可決




	


	


	


	２９

	工事請負契約について

	〃

	同意




	


	


	


	３０

	那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

	〃

	原案可決




	


	


	


	３１

	　議決内容の一部変更について

	〃

	〃




	


	


	


	決２

	沖縄の祖国復帰に関する要請決議

	４番議員外２７名

	〃











～～～～～～～～～～～～～～～～












第１０１回那覇市議会会議録




臨時会










４月１８日（木曜日）１日





１９６８年第１０１回那覇市議会会議録（臨時会）




○　４月１８日（１日）

	（午前１０時２３分　開会）

	 （午前１１時２５分　閉会）









○　出席議員（２７名）








	　１番
	安見福寿君
	１８番
	大山盛幸君


	　３番
	大浜長弘君
	１９番
	又吉久正君


	　４番
	喜舎場盛一君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　５番
	山川正平君
	２１番
	金城重正君


	　６番
	儀間真祥君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　７番
	瀬長フミ君
	２３番
	喜久山朝重君


	　８番
	黒潮隆君
	２４番
	平良真次郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２５番
	高良一君


	１０番
	吉浜朝一君
	２６番
	比嘉佑直君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１４番
	宮良永昌君
	２８番
	平良亀助君


	１５番
	久高友敏君
	２９番
	辺野喜英興君


	１６番
	仲本安一君
	３０番
	渡口麗秀君


	１７番
	金城吾郎君













○　欠席議員（３名）


	　２番
	椿秀義君
	

	



	１２番
	金城庄瑞君


	１３番
	仲宗根昌弘君




～～～～～～～～～～～～～～



○　説明員


	市長職務代理者


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	消防長
	宮平栄治君


	水道局長
	玉城定仁君


	秘書課長
	大浜用陽君


	企画課長
	上原繁栄君


	総務課長
	新垣弘君


	主計課長
	平山登君


	庶務課長
	宜野座朝恭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	用度管財課長代理
	平山良津君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛宏君


	　
	　


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６８年第１０１回那覇市議会臨時会議事日程第１号

１９６８年４月１８日（木）午前１０時開議




第１　　　　会議録署名議員の指名について




第２　　　　会期を定めることについて




第３　　　　議決内容の一部変更について

（市長職務代理者第一助役提出議案第２８号）




第４　　　　工事請負契約について

（市長職務代理者第一助役提出議案第２９号）




第５　　　　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定について

（市長職務代理者第一助役提出議案第３０号）




第６　　　　議決内容の一部変更について

（市長職務代理者第一助役提出議案第３１号）




追加第１　　沖縄の祖国復帰に関する要請決議

（４番議員外２７名提出決議案第２号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○　会議に付した事件




　議事日程に同じ




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日をもつて招集された１９６８年４月の第１０１回那覇市議会を開会いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の日程は、お手元に配布してある議事日程第１号のとおりであります。諸般の報告をいたします。４月１５日付、那総総第２１７３号

「議案の送付について」および那総総第２１８９号「議案の説明者について」市長職務代理者第一助役から文書が送付されておりましたので、それぞれお手元に配布してあります。

３月２２日付、那監第１９号「１９６８年度２月分公営企業水道特別会計例月出納検査の結果報告」、３月２７日付、那監第２０号「１９６８年度２月分一般会計および区画整理事業特別会計、下水道事業特別会計の例月出納検査の結果報告」書が、那覇市監査委員中山興忠ほか３名から、提出されておりました。写は、お手元に配布してあります。

「沖縄の祖国復帰に関する要請決議について」　香川県坂出市議会議長　福家一之、福井県武生市議会議長　矢尾貞一　から、それぞれ、決議した旨、文書が送付されておりましたので、報告いたします。

４月１５日付、復帰協発第４０号「復帰要求決議等について」沖縄県祖国復帰協議会会長喜屋武真栄から協力依頼の文書が送付されておりました。

写は、お手元に配布してあります。

４月１８日付、４番議員喜舎場盛一ほか２７人から会議規則第１４条の規定により、決議案の提出がありましたので、後刻、おはかりいたします。






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題といたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において儀間真祥君、友利栄吉君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第２「会期を定めることについて」を議題といたします。

第１０１回議会の会期日程については、４月１６日の議会運営委員会にはかり、了承の上、その案をお手元に配布してあります。

おはかりいたします。

　　　臨時会の会期は、お手元の案のとおり４月１８日１日間といたしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。

よつて会期は、４月１８日１日間と定めることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　おはかりいたします。ただいま、喜舎場盛一君ほか２７人から決議案「沖縄の祖国復帰に関する要請決議」が提出されました。

　この際これを日程に追加し、先議いたしたいと思います。これに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて、この際「沖縄の祖国復帰に関する要請決議」　決議案第２号を日程に追加し、先議することに決定いたしました。

追加第１「沖縄の祖国復帰に関する要請決議」決議案第２号を議題といたします。提案者の説明を求めます。






○喜舎場　盛一君

　悪夢のような第二次大戦の終焉の地沖縄は同時に最大の犠牲を負い、われわれ県民は終戦当時日本の独立と沖縄の建設のために邁進して来たのでございますが、今からちようど１６年前に県民の意思とは裏はらに沖縄の施政権が分離されたのでございます。その間あらゆる機会をとおしまして沖縄の祖国復帰に対する運動を展開してきたのでございますがいまだにその実現がなされてないということは大へん遺憾に耐えない次第でございます。

故に２７万市民の総意にこたえまして去る１６日の議会運営委員会におきまして各派の協議によりましてこの悲しい４月２８日を再び思い浮かべまして強力な即時復帰の要請をすべきだという合意に達しましてここに決議案をまとめたわけでございます。主旨説明は私のほうから決議文を朗読いたします。

　沖縄の祖国復帰に関する要請決議、那覇市議会は、市民の総意を体し過去１０回にわたり復帰要請決議を行つてきた。

とくに、昨年１１月の佐藤総理訪米に際しては「独立国日本の政治的な重要課題は失われた国土と国民をすみやかに回復することにある。」との観点に立つてその実現のため強く要請した。

しかるに佐藤ジヨンソン共同声明は、われわれの要求に応えるものでなかつたことに不満の意を表明せざるを得ない。２３年の長期にわたるアメリカの軍事的な植民地統治が如何に不法、不当なものであり、且つ県民の生命と財産に脅威を与えているかは過去何回となく指摘したところであり今更論ずるまでもない。

われわれは沖縄分断の日「１６度目の４．２８沖縄返還デー」を迎えるに当り、沖縄県民の熾烈な要求である祖国復帰に関し、日米両国政府が、すみやかにその実現を図る措置を講ずるよう強く要請する。１９６８年４月１８日、那覇市議会。

なお送付先は米国大統領、並びに上下両院議長、佐藤総理大臣、衆参両院議長、高等弁務官、さらに本土各政党に協力要請文をつけまして送付するということになつております。決議をいただきましたら全議員発議にいたしたいと思いますので、よろしくご協力の程をお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　追加第一、決議案第２号、沖縄の祖国復帰に関する要請決議について質疑討論を省略し原案を可決することにご異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３、議案第２８号　議決内容の一部変更についてを議題として当局の説明を求めます。






○総務部長（新里　博一君）

　議案第２８号「議決内容の一部変更について」ご説明申し上げます。

この議案は、去る３月の定例議会におきまして、政府道４１号線関係立退者の移動先として、字安謝義理地原６９５番宅地５，１３１．３０平方メートル（１，５５２坪２合２勺）を坪当り１３０ドル総額２０１，７８８ドル６０セントで、琉球土地住宅公社へ売却処分するとの同意決議を得ましたが、その後同公社から同地域への立退希望者が少ないため、売買地積を１，７０３．３８平方メートル（５１５坪２合７勺）にしてもらいたいとの要請があり、事情やむを得ないものとして、３月１８日の議決内容の一部を、議案に示めすとおりに変更するため提案した次第であります。

よろしくご審議くださるようお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。






○又吉　久正君

　３月１８日に議決になりました琉球土地住宅公社に対する売却随意契約でございますが、この契約は決議すると同時に本契約になり効力を発することになつておりますが、ここに当時予定した立退希望者が少ないために減らしてくれという議決内容でございますが、向こうとの契約はすでに本契約になつていると本員は解釈しております。ということは、この契約は３月定例会において議会の同意を得たときに〝議会の同意決議があつたとき有効とし、この契約をもつて本契約とする。〟となつております。ですからそれについては契約に対する解約あるいは変更の議案を出すべきじやないかと思いますがその点についてご説明願います。






○総務部長（新里　博一君）

　そのときの議案は土地の売却処分という議案でございまして、この契約はまだやつておりません。と申しますのはそのときの総務委員会で申し上げましたとおり、実際に琉球政府から琉球住宅公社に立退者の数がゆきましてその面積が確定したときに契約するので、恐らくこの契約の時点においては専決処分をするか、あるいは臨時議会を招集して議決内容の変更をしなければならないということを申し上げております。そういつた段階でございましてまだ契約をしないうちに確定いたしまして幸い臨時議会を招集することができましたのでここに議決内容の変更をいたしたわけでございます。




○又吉　久正君

　まだ契約はしないんですか。あの当時の議案第１２号にはそれが出ております。議案として議会はこれを認めたわけでございます。結局条文のとおりとすれば本員は本契約になつていると思います。５条によつて。それと３条には、〝この契約の発効と同時に、当該土地の所有権移転に必要な書類を乙に交付するものとする。所有権移転に要する費用は乙の負担とする。〟となり４条には〝・・・・書類を受取つた日から３０日以内に、第２条に定める土地売買代金を甲へ支払うものとする。〟となつていますが、３月１８日から買いうけた琉球土地住宅公社との間で話を進めなかつたのか。その間向こうの返事待ちか。




○総務部長（新里　博一君）

　今先申し上げましたとおり、結局琉球土地住宅公社の場合には恐らくこれだけの土地はいるだろうというような琉球政府の意向で一番最初に私たちに申し込みして来たわけでございます。そのときの話し合いにおいても実際に立退者が向こうを希望しているのは何名いるかわからないということであります。その間分筆登記したり、いま先お話しがありましたとおり書類上の手続きをしてから契約をすべきでありますが、その手続きが向こうの確定がまだなされてないためになされなかつたのであります。今度の場合にはこれが確定いたしましたのでそれに基いて契約をする。琉球政府の財政の仕組みからいたしまして支出負担行為担当官と確定がなされない限り契約はやつていけない。契約をやることは支出負担の時期になりますので琉球政府の確定を待つてわれわれとしては契約したということになつております。




○又吉　久正君

　財産の売買契約というものは非常に大事であります。折角議決をしても向こうが買わないということになれば今後の売買にも非常に支障を来たすということになりますが。そういうことが例になつて今後出てきた場合には土地の売買に非常に問題が起きてくると思います。その点今後余程注意をしなければいけないと思います。契約のあり方ですが、契約をする場合、議決をした場合に売りませんといつたらどうするか。こういつた議案を出すときは自信をもつて今後やりませんというと、あとであれも買わない、これを変更しますということは余り好ましいことじやないと思います。

今後においてこういうふうなことが出た場合には困りますのでそういうことがないように要望いたします。






○金城　吾郎君

　あれだけの４１号線の工事を施工するに当つてたつた６件しか希望者がない、ということは常識的に考えてみて理解しにくいのですが、この議案を配布する段階においては７件であつたわけでございます。きよう差しかえされておりこれが６件になつております。そこでこれ以上減る可能性があるのかどうか。あるいは今後地主の皆さんが要求して来ることもあり得るのか。これが最終的なものであるのかどうか。土地住宅公社との間に話し合いがなされたかどうか。それから約３分の１以下に減つておりますがこれは予算措置の点においてはどうなるのか。この点についてご説明願います。






○総務部長（新里　博一君）

　今のバイパス線の立退者はいわゆる古島から安里周辺の方々で琉球政府の計算によると１８０世帯になつております。ところが安謝の埋立地への希望者が実際に個々に当つてみた場合に今の６人に減つたということです。一番最初に安謝に２６世帯希望者があつたのでございます。したがつて、われわれは１，５００坪で足りるというようなことで理解したわけでございますが実際に交渉した場合に６人に減つたということでございます。それから弁が岳が１９世帯希望者があつたそうでございますが９名に減つているようでございます。残りの１３５世帯は自分の土地に移転したり、ほかのそこ以外の自分の土地、あるいは個人借地で転出したり、ほかの立売りのところに移つたりしているようであります。したがつてこの６人というのは最終決定でありますので、向こうの支出担当官からこれならば契約していいということであります。それから面積が減つておりますので、したがつて財産収入が減るわけでございます。それにつきましてはこの土地処分収入はすべて銀行償還にあてるというような計画になつておりますので、これが減りますと銀行償還の期限が延びるということになりますがほかの事業には支障はありません。




○金城　吾郎君

　銀行償還が延びるということはそれだけ利息がかさむということになりますが、それによつて一般会計にどの程度のしわよせがくるのかということです。




○総務部長（新里　博一君）

　結局利息はかさむということになります。ただ、今４月でございますが、もしゆるせるならば年度内に公入札の議決をいただいて残りを処分するという方法もありますし、これが時期的にできない場合には新年度の処分計画の中に入れて処分するということになります。




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を省略し採決に入ります。




○議長（高良　一君）

　議案第２８号　議決内容の一部変更について原案を可決することにご異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第４　議案第２９号　工事請負契約についてを議題として当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　ただいま上程になりました議案第２９号工事請負契約についてご説明いたします。

　本件は１９６７年度に完成しましたごみ処理場コンポスト工場に引続き、日本政府援助資金を得て施行するため、本年度当初予算に計上されましたごみ処理場焼却工場建設工事であります。

　ご承知のように塵芥焼却炉施設でもつとも重要なのは、ごみを完全焼却処理する燃焼装置であります。この装置につきましてはほかにもメーカーがございますが、各種の資料を集め、また、実情を調査し検討した結果、「田熊汽缶式」都市塵芥焼却プラントがもつとも優れているとの結論に達しましたので、１９６７年５月２９日　田熊汽缶の機種を採用することに決定いたしました。１９６８年２月１３日琉球政府、米国民政府に請負業者の決定について承認申請をいたしまして、３月１９日両政府の承認を得ましたので、田熊汽缶製造株式会社の沖縄地区代理店である合資会社日の出機械工業所代表社員山城正雄と去る４月１１日に工事請負の仮契約を締結しましたので、本案を提出した次第であります。

　今度建設される工事概要を申し上げますと建設場所はコンポスト工場隣りの南風原村字新川伊武志川原６５８番地で敷地面積は３，１５０．９８平方メートルの９５４．８４坪、建築面積は４５５．６０平方メートルの１３８．０６坪であります。

建築工事は地下１階、地上３階建の鉄骨造り一部鉄筋コンクリート造りで屋根、壁は長尺カラー波型鉄板造りであります。塵芥焼却炉設備工事は８時間３０トンの焼却能力のある焼却炉２基を備え付けることになつております。総工費は５６５，２１０ドルで塵芥焼却炉設備工事が４３６，３３０ドル、土木建築工事が１２８，２８０ドルとなつております。

よろしくご審議の上、ご承認くださるようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。






○真栄城　嘉園君

　焼却炉の８時間の能力は３０トンですか。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。８時間に３０トン焼却し得る炉２基。ですから６０トンということになります。３０トンの炉が一つ。もう一つ３０トン計６０トンで、これが２、８　１６時間になれば１２０トンということになります。




○真栄城　嘉園君

　そういたしますと現在那覇市の一日のごみ排出量が１５０トンぐらいですから、現在のコンポストが５０トン、それに１２０トンといたしますとあとの分はどうなりますか。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。だいたい１５０トン内外出ますので、そのうち仰せのとおり５０トンはコンポストで処理する。あとの１００トンは焼却炉で処理するということでございます。従いましてわれわれの現在の運営操業計画は２直制、１６時間操業して１３時間焼却すると、そうすることによつて１００トンないし１１０トンのごみが完全に焼却できるという計画をたてております。




○真栄城　嘉園君

　現在ですね、コンポスト工場に通ずる道が非常に狭い、そういたしますといきおい那覇市のごみを全部南風原村のコンポスト工場に持つていくということになりますと、その輸送費がかかり、また道が狭いからその能力が十分に発揮できるかどうか。その辺についてお尋ねいたします。




○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。首里地区は別としまして、その他の収集地域から安謝にいく場合と、それから今のコンポスト工場並びに焼却炉工場にいく場合距離的には現在の処理場のほうが長いですけれども、車の量の関係、１号線の横断の関係等を勘案しますと時間的には短いということになりますので、別にそういつた面での支障はないものとわれわれは考えております。現にコンポストの場合もそう大した支障は生じておりません。






○久高　友敏君

　議案第２９号は工事の請負契約についてでありますが、この契約の内容から見ますと期間が約１年かかるわけでございます。従つて今までの前例からいたしますと、ほとんどがその当初の契約議案どおり完結した例はあまり見ないのであります。ほとんどが議決内容の一部変更ということで日時が相当延ばされた例があるわけでございます。従つてこの問題は、今度第一助役古堅宗徳の名において提案されておりますが、しかしこれが終結し完了するまでには次の市長時代になる。そうなるとこれはまた議決内容の一部変更なんということは出てこないか。来年の５月２５日までに本当に完結できるのかどうかその見通しについて、予想以上の岩盤が多かつたとか、予想以上に雨が降つたので工期が延びたということで、今までほとんど議会で議決内容の変更をされておる。これについては自信があるのかこれについてお尋ねいたします。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。工事につきましては、これは予測せないことが起こることも考えられますし、また順調に進むことも考えられますし、それは進行してみなければわかりませんけれども、今の計画どおりおよそ進むものと考えております。どうしても変更しなければならないときはまた議会の同意を得てそういう内容が議会の議決を要する事項でありましたら議会の御同意をお願いしたいと思つております。




○久高　友敏君

　本員がお尋ねしておるのは、近く雨期にも入ります。その点もおそらく勘案されておると思います。従つて土質の調査ボーリング等もされて請負契約はされると思うわけです。また市にも相当な技術者がおられるし、請負会社にも相当な技術者をもつて契約されるわけだから、今までにもこれが変更されるかもしれないという、あまり自信がないような答弁に接しておるわけでございますが、いわゆる天災地変というのは雨期もそういう解釈になるかもしれませんが、しかしこういつたものは予期されて契約されているんじやないかと思いますが、またこの一部変更もあり得るということの前提にたつてこれを提案されておるのですか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。私が申し上げましたのは工事というのは完成するまでどういうことが出てくるか、天災地変もありましょうし、これはないとは言えません。そういうときは議決内容が変つて議会の同意を得なければならない事項があれば、議会に提案するということでありまして、今のこの工事の計画につきましてはこの工期内でりつぱにできるように、ちやんと工事も組まれて、基礎の調査も済まされて工期内にできるというような約束もされておりますので、その点は御心配におよびません。






○吉浜　朝一君

　５６５，２１０ドルという大きな金額をたつたの一日で契約を済ましてしまうということではなくして、そういつた大きな金額は委員会に付託してじつくり審議すべきじやないかと本員は思います。そこで１、２点質疑したいのですが、なぜ随意契約にしたか。また随意契約するに対して何件ぐらいのこういつた工事をできる会社、あるいは機械メーカーがあつたか、またその５６５，２１０ドルという金額の妥当性、つまりこの工事請負契約の金額が正しいかどうかということについてお尋ねいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。ただいまのご質問はごもつともでありまして、５６万ドル余りの契約でありますのでそれ相当にわれわれも慎重を期してやつております。結局ご質問の要点はなぜ田熊汽缶に決定したか、その価格面も検討されたかということであると思います。その解釈にたちましてご答弁を申し上げたいと思います。

　この田熊汽缶に機種を決定した理由を申し上げます前にその経過を申し上げたと思いますが、仰せのとおり、この焼却炉をやつておりますメーカーは三菱重工業、三和動熱、川崎重工業、日立製作所、田熊汽缶、三機工業、藤永田造船所、外国製品ではデロール、これらのメーカーがありますが、それぞれにつきましてわれわれは十分調査をしたわけでございます。その調査は１９６６年、１６９７年の２か年に亘りまして市長、助役、部長、主管課長がそれぞれの立場で、本土の各都市の焼却工場を再度に亘つて調査しております。その調査の資料に基づきまして、各メーカー別の機種について本土における実績、機械の性能、構造、価格こういつたものを比較検討いたしまして、機種決定のための判定資料を作成したわけです。その資料に基づきまして１９６７年５月に最終的な機種決定会議を市長室でもちました。それには市長、両助役の出席のもとに先ほどの判定資料に基づきまして十分検討いたしました結果田熊式の連続燃焼機械炉に決定いたしました。なぜ田熊を選らんだかということでありますが、われわれがこれをやります場合に４つの点について重点的にやつたわけです。まず一つは機械の構造、性能、二点目は本土の各都市における設置実績とその設置後の性能成績がどうであるかということ。それから３点目は建設費の面についてであります。４点面が建設後の、つまり沖縄において、那覇市においてつくつたあとのアフターサービスができるかどうか。この４点にしぼつて検討いたしたわけであります。まず第１点目の機械の性能、構造でありますが、これは先ほど建設部長からも提案理由の説明がありましたとおり、結局この焼却炉というのはいかにしてごみをより高率的に衛生的に焼却処理するかということが第１点。２点目はいかにして、極力公害を防止するか。この２点にしぼられてくるんじやないかと、こういうふうに考えます。

　従いましてこの二つを検討するためにお手元に差し上げております図面のとおりの部所、すなわち乾燥ストーカー、燃焼ストーカー、後燃焼ストーカー、これが最も生命線だとわれわれは考えるわけでございます。従いましてまず乾燥ストーカーについて検討いたしましたところ、乾燥ストーカーについて各メーカーを通していえますことは移床式、ロータリー式、階段式と三つがあるわけで、それで移床式というのはお手元の図面にありますＡとＣが移床式であります。長いキャタピラ式のものが回わつておるものです。また階段式はＢの図面の５のところ乾燥ストーカーというのがあります。これが階段式になつておりこの二つ。それからロータリー式はロータリーキルンがありまして、その中で燃えてゆくと、これは本土でもこのロータリー式はまだメーカーのテストの段階にあるということでありますのでわれわれは移床式と階段式について検討したわけでございますが、先ほどの２点を完全に充たすためには、やはり階段式がいいと、しかも階段式にはまた二通りあるわけで、普通階段式と特殊階段式というのがありまして、普通階段式はその階段そのものが往復振動してそれによつてごみが燃えながら下にゆくと、ところが特殊階段式というのはこれは田熊だけの特許のものであります。と申しますのは階段と階段の間に移動する部分がありまして、これが交互に出入りすることによつてごみそのものをほぐして反転をして撹拌して移動して出たり入つたりする間に空間がございますから非常に通気の状況がいいと、そういつたこと等の利点があるわけです。これは先ほど申し上げましたメーカーの中でもここだけのつまり田熊だけの特許であり、その特許につきましても特許公報を取り寄せて証明も持つております。

　そういつた意味でまず乾燥ストーカーは田熊がいいということで決定したわけでございます。次に燃焼ストーカーであります。これはいずれのメーカーの場合も移床式でありまして、いわゆるキヤタピラが動いてゆくということでありますが、問題は田熊の場合にはその移床式の上にかきならしがあるつまり腕が二本出ておりまして、これがごみの方向と逆に回わる、そうすることによつてごみを撹拌してほぐして反転をして通気をよくして燃焼してゆくということになるわけです。特にこの移床式の場合にはそのままごみが乗つてじわつと動いた場合には下から空気が入つてきます、よく燃えるところだけポコツト燃えて、いわゆる吹き抜け現象、これができて結局全面的な空気の流出がうまくいかぬと不完全燃焼を起こす。従つて煤煙は多くなつてゆくということであります。しかし田熊はかきならしがついておりますので、全然吹き抜け現象が出てこないということも考えられるわけであります。これも田熊だけの特許であります。なお燃焼ストーカーは７００度から７５０度、場合によつては８００度という高度の熱を出しますので、結局耐熱性、強度ということが必要である。そのためにはベルトを構成しておる一つ一つがどういう構造でありどういう硬質であるかということが非常に問題になつてきます。各メーカーを通してみましたところ、この構造は二つにしぼられるわけです。いわゆる平板式、つまり平板が連続して回転するものと、クサビ型、いわゆる一つ一つがクサビ形になつてこれが回転するということでありますが、田熊の場合はクサビ型になつている。このクサビ型の有利な点は、結局加熱部分がクサビのほうだけに加熱する。従つてこの三角形の二辺は常に冷却するということで、その耐熱性が強い、高度についてもクサビ型であるということは、結局加熱度が低いわけですから強度も強くなつてくると、こういつたキヤタピラ部分自体のその先についたかきならしがあると、これが特に特許であるということで、結局乾燥ストーカーも田熊がいいということも考えられるわけでございます。

　それから問題は一番最後の後燃焼装置でありますが、これは結局乾燥ストーカーを通りまして燃焼ストーカーを通りまして、なお燃えにくいものが出てくる。これは後燃焼ストーカーにいきましてそこで赤熱化した灰の中で燃えてゆく、完全燃焼してあとは灰になつてゆくということになりますが、そのためには本土あたりのデーターによりますと、約２時間半の時間が要ると、要するに２時間はそこで貯留されたものがスムーズに回転する下の装置のほうに流れてゆく、そういつた装置がいるわけですが、これも結局ロータリーの田熊のものがいいと、これも田熊だけの特許になつているわけです。

　従いまして肝心の生命線であります乾燥ストーカーにおける特許、燃焼ストーカーにおける特許、後燃焼ストーカーの特許これはどこの会社もまねのできないわけです。ほかの特許を持つた会社が二社ありますが、これはいずれも一つないし二つの特許でありまして、生命線における三つの特許は田熊だけしかないということであります。こういつた構造からして結局われわれは田熊がいいということを決定したわけでございます。従いましてこのような優秀な性能で処理するわけですから煙の廃煙はばい煙規制法による０．７グラムの基準以下になるということ。それから出てくる煙が完全高熱処理されますので、その臭気が全部脱臭されてしまうと、それから出てくる灰そのものが無菌状態で処理されます。そういつたことで機械としては田熊がいいと思つております。

　それから第２点目の全国各都市における設置実績、その後でありますが昭和４１年現在で田熊が２９カ所、三和動熱が２０カ所、その他日立、三菱、三機、藤永田がそれぞれ４カ所ないし９カ所入つております。圧倒的に田熊の実績があると、しかも管理運営後の評価というものはまあ東京の２３区大阪周辺として各地区を見ますと田熊のほうが非常に成績がいいと、他のメーカーについての文句もありましたが、田熊は圧倒的な評判がいいということであります。

　それから建設費の面におきましては、これは各メーカーによつてそれぞれ構造、機械の型、あるいは能力が異なりますので、これを一率平列にならべて比較するということは不適当でありますが、まずためしに田熊の次にはやつておる三和動熱のものと比較しますと、６０トン規模のもので三和動熱が５９８，０００ドル、田熊のものが５６９，０００ドル、セント以下は切り捨ててありますが、１００トン能力のもので三和動熱が８１６，０００ドル、田熊が８１９，０００ドル、そういうふうにそれぞれの機械の内容によつて差はありますが、大した差は出てこないということになつております。

　それから一番最後の建設後のアフターサービスの点についてでありますが、これは最も重要なことでありまして、幸いこれにつきましてはすでに新聞等でご存知だと思います。田熊汽罐は当地の各製糖工場のボイラーを相当すえつけております。それから最近に到りましては新聞にも出ました第一製糖の廃煙防止これに対する集塵装置のすえつけなどやつておりますが、そういつたことで当地との行き来が非常に多いと、なお幸なことには各製糖工場の建設か所をめぐるため田熊汽罐との身分の関係にある本土の技術者がこちらに常駐しており、またなお工場を責任をもつて委ねられた技術者がこちらにいるということからアフターサービスの面もこれは別に不便を来たさないということが考えられます。

　以上の４点からいたしまして、総合的にまたそのほかたくさんありますが、基本的な問題はその４点からして田熊が最もいいということであります。なお本土における各都市でも田熊を採用しておる地域の状況を申しますと、去年那覇市長が上京された際に東京都の調布市にまいりまして、ちょうどそこが田熊の１５０トンをつくつて試運転式でありました。そこで那覇市長と調布の市長との対話の中で、調布市長がおつしゃるには「自分はこの機種を決定するのに２カ年あつちいきこつちいき苦労したが結局いろいろ見て研究したんだが田熊が優秀と決定した、あんたもこれを取つても心配ないよ。」というようなことを市長に話しておられたようであります。

　それからさらに去年、これは私が経験したんですが、東京都の清掃局にまいりますと、ちょうど東京都では千歳、杉並工場をつくるということで機種の決定のためあらゆる資材をメーカーから取りまして、比較表をつくつて検討して決定したその直後だつた。いろいろ話を聞きますと、私はいろいろの表を見せてもらつて「秘密だが君にやる」ということでそれももらつてきましたが、それでいろいろ検討しまして向うでも最終的に機種決定会議で田熊に決定したということを聞いてまいつたわけです。同年大阪市におきまして森宮に９００トン工場の近代施設の工場をつくつた。これも最終的には田熊に決めている。こういつた実例等も合わせまして、われわれとしては田熊を採つたほうがいいということで田熊に決定したわけでございます。




○議長（高良　一君）

　質疑討論終決し採決に入ります。日程第４、議案第２９号工事請負契約について、原案どおり同意することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第３０号那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてを議題として説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第３０号、那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定についてご説明申し上げます。

　改正点はかねて建設中の那覇市宇栄原第１種および第２種、ならびに久場川市営住宅第１種が４月と６月に完成し、５月と７月からそれぞれ入居のはこびになりますので、その設置および家賃額を定める点であります。

　５月の入居は宇栄原第１種住宅１棟２４世帯、同じく宇栄原第２種住宅１棟２４世帯、久場川第１種住宅３棟７２世帯で、７月の入居は宇栄原第２種住宅３棟８０世帯、久場川第１種住宅３棟８０世帯、久場川第１種住宅３棟７２世帯であります。

　宇栄原第１種住宅は１棟で２４世帯収容、１室４０．００平方メートル（約１２坪）家賃月額１５ドル８８セント、同じく第２種住宅は５棟で１０４世帯収容１室３３．００平方メートル（約１０坪）で家賃月額１２ドル１３セント、久場川第１種住宅は６棟で１４４世帯収容、１室４０．００平方メートル（約１２坪）で家賃月額１６ドル９６セントとして本案を提出してあります。よろしくご審議のほどお願いします。




○議長（高良　一君）

　質疑に入ります。






○瀬長　フミ君

　宇栄原市営住宅と久場川のほうとの家賃が違いますけれども、宇栄原の場合は１５ドル８８セント。久場川が１６ドル９６セントになつておりますが、どういうわけでこれが違つておるわけですか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。宇栄原の第１種の住宅と久場川の第１種住宅が同じ第１種でありながら家賃はどうして違うかということでありますが、これは団地が違いますとそこの用地取得、それから整地工事そういつた工事費が違いますので家賃が違つてくるわけであります。久場川のほうは余計かかつておりますので、そういうことで家賃が多くなつておるということであります。






○久高　友敏君

　この条例の別表のほうに宇栄原は「那覇市宇栄原」となつているが、しかし久場川の場合は「那覇市首里久場川町２丁目」となつておりますが、これはどういう関係で「久場川２丁目」まで入れてあるのか、その点をご説明を願います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。久場川には１丁目、２丁目、３丁目、４丁目とあります。だから２丁目とだいたいおさえておかないと市民はわかりませんので、宇栄原は宇栄原というわけでほかの宇栄原とは違いますのでけつこうわかるということでこうなつたわけでございます。




○久高　友敏君

　部長の説明では久場川には１丁目、２丁目とあるが、しかし宇栄原には１丁目、２丁目はないから、したがつて宇栄原は団地をつくつておるところだけが宇栄原であるということだが、ほかには宇栄原はないのか、これをもう１回説明願います。




○建設部長（花城　直政君）

　宇栄原の面積は広ろうございます。それらの一部であります。地番までは書いてございませんけれども、今までの条例もみんなそういうふうになつておりますので同じように統一しておるわけでございます。






○真栄城　嘉園君

　その市営住宅についての家賃についてお伺いしたいと思います。今部長の説明によりますと、土地取得の問題、それから建築費の問題ということでいきおい家賃の算定額が変わつてくるということを説明なされておるわけですが、たとえば５．６年前にできた市営住宅、これからできるであろう市営住宅その家賃はどんどん上つてくるということになりますと、たとえば３３平方メートルの一つの部屋で以前にできたものが１１ドルしかかからないが、これからできるものは３０ドルの家賃を払うということになりますと、不合理な面が出てくるのではないかと考えられますが、これはただ仕方がないということではかたずけられない問題です。






○建設部長（花城直政君）

　お答えします。ただいまのご質問は１種２種別々のプール制にできぬかというようなことかと思いますけれども、これは年度が違いますし、また場所が違いますというとどうしても施行費も違つてきます。いろいろ違いますのでこれはプールにはできないと思います。だから建物が新しいもの古いものとでは同じ家賃にはなりません。敷地、年度が違えば家賃が変わるのはいたし方がないと思います。




○真栄城　嘉園君

　いたしかたないということでは済まされないと本員は思います。たとえば第３種の若狭町市営住宅は５６年にできておりますが、１室が２４．７５平方メートル、家賃が６ドル２５セント、それから同じく３種で若狭市営住宅が２９．７５平方メートル、家賃が２０ドルと変つてきている。つまり５６年にできた市営住宅に入つておる人は６ドル２５セント払つているが、新しくできた住宅に入居する人は２０ドルも払うということになりますと、非常に不合理で問題が出てくるんじやないかと考えます。現行条例を改正してそういつた面は考えられないのか。これから段々単価が上つてきますが、同じ１２坪型で１人は６ドル、１人は３０ドルも払うということになりますと不合理性があるんじやないかと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは結局公営住宅法に家賃の算定方式がちやんと法律で決つておりまして、そういうことで出していきますとおのずから違つてきます。また運営上からいきましてこれは独立採算的なものでありますので、年度年度でやつていかなければおかしい状態になりますし、今１１番議員の言われるようにみなプール制にしていきますと質のわるい住宅に入つて、高い家賃を払わなければならないという不合理性が出てくる。やはり家賃というものは建物の質によつて違つていかなければならないと思います。だからしてこれをプールにしてゆくということはいろんな面において語弊があるということであります。




○真栄城　嘉園君

　私が聞いているのはプール制にしろということではありません。現在あまりに開きがありますのでこの辺を調整してできないかということでございます。




○建設部長（花城　直政君）

　ご指摘の点につきましては私たちもいま十分検討いたしております。非常に重要な問題でございますのでこれをどういう具合にやつていくかということでございます。公営住宅の家賃決定の場合は公聴会も開かなければならないし、また行政主席の認可も得なければならないのでこういつたことも噛み合わせて十分検討したいと思います。






○大山　盛幸君

　この条例は市営住宅の設置および家賃額を定めるために提出されておりますが関連いたしますので条例の６条と入居者の資格のうちの入居申請者の収入面についてご検討なされたかどうかをお尋ねしたいと思います。第６条の４号には第１種の市営住宅の件で収入が６５ドルをこえ１００ドル以下であることが明記されております。上と下がはつきりしております。第６条５号の第２種市営住宅は６５ドル以下であることだけで下の限度が明示されておりません。市営住宅に入居したらそこで生活ができて家賃も確実に支払える最低の収入の基準額を示したほうがいいんじやないかと思いますが、しかしこれは公営住宅法の施行規則第１３条２項にもはつきり６５ドル以下ということが明示されております。あの施行規則に定めている最低の限度を示すことは違反になるとは考えなくてもいいんじやないか。もう少しはつきりけじめをつけて最低額も検討したほうがいいと思いますがどうでしょう。次に第６条の６号でございますが、これは第３種についてでございますが、条例によりますと、当該家賃の１．５倍以上であること、ということで今度これの上の限度がなされてない。現行の最低家賃である若狭の第３種の住宅というのは６ドル２５セント、これの１．５倍となると９ドル３７セント、扶養家族の控除を引いて残りの収入が９ドル３７セントあれば入居資格があるというふうにうたつてありますが、若狭のほうで収入が３０ドル以下の収入の人が今の物価上昇の現実において果して生活ができるかどうか。そういうふうに最低の額で入つた人たちは入つても入居資格のないものと思いますが、その現実をはつきりつかんで、これは当初条例を作つたときよりも物価の変動というものがあるわけでございますから、これを考慮に入れて、もう少し最低限度を上げる必要はないかどうかそれも最初において最高の限度を示すことがいいじやないかと思いますがいかがなものですか。






○建設部長（花城直政君）

　ただいまの収入基準の限度でございますが、これは公営住宅の場合には、２種は６５ドル以下、１種は６５ドルから１００ドルまでと決定されております。これは３年程前に改訂いたしまして、現在のとおりになつております。現在でも、どうもこれでは余り少な過ぎるということで、もう少し上げるべきじやないかというような意見も出まして政府とは今調整中でございますが、まだ決定されておりません。日本本土でもこれについては非常に問題があるようでありましてなかなか改正ができないような状態でございます。それで現在政府とは交渉中でございます。ただ、ご指摘の６５ドル以下、これは底がないんだけれども一体どこまでかということでありますが、これはごもつともご意見でありまして、法律はまだどういうふうにということで決定されておりませんが施行の段階におきまして入居する場合の参考といたします。そういうときにいろいろ検討いたしまして市長決裁をもつてこの程度とするということになつております。しかし６５ドル以下だから３０ドルでもいいかということになりますと、入つても家賃がとれなくなるということにもなりかねないので、これは市長の決裁を受けるときにこの程度とするということになつておりまして、これにつきましても政府と話し合いいたしまして、最低の額を抑えるべく改正をお願いしたいと思つております。第３種の場合はご指摘のように天井知らずということになりますのでこれもやはり審査の過程において、そして最終的に市長の決裁を仰いでこれ以上のものは高額者だから自分で家を作りなさいということで現在やつております。そういうことで条例でこういつたこともはつきりしたほうがいいという考え方もありますが、これから十分検討いたしまして条例の改正をしたいと思つております。




○大山　盛幸君

　ただいまの件につきましては政府と折衝中ということを聞いてうれしく思いますが、この次の市営住宅の設置および家賃の改正をきめる場合の条例の改正のときにこれも含めて改正することができるようにご努力をお願いしたいと思います。次に、条例の第２８条による割増賃料の徴収、これを徴収している入居者を住宅別にご報告願います。もう一つは第２９条による収入状況の報告の請求をやつた事実があるかどうか、なるだけ具体的に報告を承りたいと思います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。これは公営住宅法によりまして３年経過したら収入を再調査の上割増賃料を取ることができるとなつております。すでに３年経過したものもございますので調査をいたしまして政府にも報告いたしましてその指示を待つているわけでございます。これは久場川の６３年度事業で６４年度に完成した１０８戸と、それから識名の第２種住宅９０戸、この中に該当者がおるわけでございまして全部調べあげておりますけれども収入超過している方々の数が久場川の場合は１０８戸のうち５０戸、識名の場合は９０戸のうち４６戸であります。これをどうすべきかということで今政府にお伺いをたてております。収入のことにつきましては十分検討して、そして税務署とも連絡して正確な収入調査をしなさいという示達があります。今先ご質問のありました収入が６５ドル以下という基準も少こし検討しなければならないということでありますが、これを今すぐやるということは問題であるということで日本本土でもほとんどの都市がまだ踏み切つてない状態でありまして慎重に構えて進めております。




○大山　盛幸君

　久場川で５０戸、識名で４６戸というふうにほとんど半数が該当者で占めているということですが、これは入居３カ年経過してから収入が上がつたものじやないということを当局は特に注意してもらいたいと思います。２９条によるところの収入状況の報告をやつてわかつたんじやないかと思います。なお厳重にやる必要があるというのが巷の声であります。大変耳痛いことを申し上げますが、政府職員間の話によりますと、〝君は入居したそうだがいくら使つたか〟ということを尋ねる人もいるということでございます。しかも市長には２０戸分の割当があつて市長権限でできるから何とかしてくれ、というような話もあるということを聞いているが、ということですが、これは私は全面的に否定いたしました。ちやんと条例により公募する。入居者の選考方法についても条例どおりやつている。希望者がその個数よりオーバーした場合にははつきり抽選ということでやつているのでガラス張りの抽選には絶体そういうことはないということをいうております。次に２点については特にご注意していただくためにお尋ねいたしますが、一種、二種の住宅申込みをしてから入居申込みする日に一種なら収入が１００ドル以内になるように収入を落し、二種なら６５ドルの上にならないようにテクニツクを使つて入居申込みをした人も相当いると聞いております。これは条例の２９条にもあるし、公営住宅法の２２条にもうたわれておりまして、収入超過者に対する措置をどうしなければならないかということがはつきりしているので、むしろ明け渡すのが第一義じやないかと思います。条例に示される割増賃料をとれば収入超過のものでも入居させていいという考えは、これは第二義的な考え方であつて、むしろ明け渡しを要求するのが法で示されるところの第一義であると思います。これに対して当局はもつと厳重に調査してもらうご意思があるかどうか。それから平屋住宅にアパートを持つている人が入居しているという事実があるそうでございますが、これなんかはもつてのほかであります。こういう事実を当局は知つているかどうか。知つているとすればそれに対する処置はどういうふうにするか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。入居者の中にアパートを持つている人がおるということでございますが、これは調査の段階ではわかりませんのでこういつたことが実際にあれば当然退去していただかなければならないと思つております。日本内地でも公営住宅の場合にはこういつた実例があるそうでございます。役所を停年退職して、その退職金で貸家を作りその収入で生活しているという人がいるそうでございます。そういつた人は収入が断たれてその家賃が収入源だから住宅を持つているということに解されないいうこともあるそうでございます。こういつたものはいろいろ問題がありますので日本本土の実例も調査いたしまして沖繩の事情と照らし合わせて進めていかなければならないというふうに考えております。それから一番目の収入基準の問題でございますが、収入が１００ドルにならないように書いてあるということですが、これはもし自分が書いたといたしましても雇用者の証明がいります。市であるなら市長の証明、政府なら政府の給与証明がいりますし、会社なら会社の証明がいりますので、嘘を書いたということになると嘘偽の申告になり失格になりますのでこういつたことはないんじやないかと思います。それに１００ドルの収入というのも収入が１００じやありません。扶養家族の控除や基礎控除もあつて給与額が１００ドルということではありません。こういつた点で誤解されてる方もあると思いますが収入についてはそういう証明がついていますので、もし間違いがあればこれは嘘偽の申告ということで退去を命じられたり、また審査の段階で落されております。こういつた点も十分審査されて決定されておりますのでこういう間違いのないように今後とも注意していきたいと思います。






○黒潮　隆君

　条例の施行期日は別に規則でさだめるとありますが、大体施行期日はいつごろになる予定ですか。それと１８番議員のご質問とも関連いたしますが、小祿の住宅に社長とか重役などが入つているということを聞いております。もちろん社長、重役といつてもピンからキリまでありますが、キリのほうの社長も具体的にはわかりませんが、市民の中からそういうふうに社長や重役が入つているという不満が出るからには決してキリのほうじやないと思つております。ところが実態調査したときに、はつきり申し上げるわけにはゆきませんがそういつた方がおるという事実でございます。民間の家賃のほうが市の公営住宅より高いわけでございます。貧しい市民のほうがむしろ高い家賃で間借りしており、そしてゆとりのある市民が安い家賃の公営住宅に入つておるということは非常に問題があると思います。それと独身者も入つているということを聞いておりますが、やはり家族持ちを優先していれるべきであると思います。これは教公二法に端を発して教職員会の福地氏を刺した犯人の一人金城と聞いておりますが事実かどうか。それが明らかになれば、抽選で入つたとしても資格者として市が認定した段階で問題があつたわけでございます。そこでそういつた点を明らかにしていくべきじやないか。また自分の住宅を持ちながらそれを貸して市の住宅に入つているということで問題になつております。これもあわせてもしそれがもし事実であれば明らかにしていただきたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。この条例の施行期日は結局５月１日に入居するのは５月１日ということであります。それから７月１日に入居する分も７月１日になります。それから独身者もいるじやないかということでありますが、今のわれわれの調査段階ではございません。もしいるとすれば退去を命じなければなりませんし、また会社の重役がおるということですが、今までそういつた方がおりましたが全部家を作つて出てもらつております。そういつたことが今後もあれば十分勧告していただいて本当に困つている方々に提供したいと思います。



○金城　吾郎君

　第一種１６８世帯、第二種１０４世帯、計２７２世帯を入れるということなんですが入居申込みの状況についてご説明願いたいと思います。

それから入居にあたつては原則として抽選でありまるけれども、条例の第８条２項に、市長は、前項の抽選によりがたい事情があると認めるときは入居申込者の一部について別途の抽せんによりまたは抽せんによらないで入居者を決定することができる、となつております。そこで宇栄原団地について市長の権限によつて入居させたものは何世帯あるか、今回も特殊の事情をもつた人がおるかどうか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。久場川、宇栄原応募中の申込者の状況は久場川の一種１４４世帯に対して８５６件、宇栄原第一種は２４戸につきましては３８６件、第二種同じく宇栄原ですが１０４に対して２４１件、合計住宅戸数は２７２件これに対して１，５３３名でございます。それから市長の権限によつて入れたものでございますが、これは公営住宅法においては都市計画事業によつて立連きさせられたもの。それから二種から一種に上がるようなものが優先するとなつております。市長の権限については条例でまかされておりますが、条例では三種の場合はそういつたことはできますが、公営住宅一種、二種の場合はこういつたことは今まで記憶がありませんが調べまして報告したいと思います。




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。

（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を省略し採決に入ります。議案第３０号　那覇市営住宅設置および管理条例の一部を改正する条例制定については原案を可決することにご賛成の方のご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　多数であります。よつて本案については可決することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第６　議案第３１号　議決内容の一部変更についてを議題として当局の説明を求めます。






○財政部長（当間　重美君）

　議案第３１号　議決内容の一部変更についてご説明申し上げます。

本案は去る３月定例議会において議決を経ました第４次泊・安謝間公有水面埋立て事業債の利率を変更するためのものであります。

第４次泊・安謝間公有水面埋立事業債につきましては、議決後借入れ先の琉球銀行へ借入れ申し込みをしましたところ那覇市へ融資する資金の一部を外国銀行から借入れるが実際に外国銀行との折衝の結果、当初予定した年７．６６５％の利率では採算がとれないので、これを年８．０３％にしたいとの申し入れがあり、市としても当初計画を検討しながら琉球銀行に対し再検討を要請したのであります。琉球銀行においても再三にわたり理事会を開いて検討し運営上、採算が取れないとの結論においての申し入れでありますし、市としても港湾建設とも関連して早急に事業実施する必要から利率変更した場合の事業計画を検討いたしましたところ、利子総額が７５，９８０ドルの増となりこれに伴つて埋立地処分は坪あたり約１ドルを増額すれば当初の計画どおり独立採算として事業を執行することができるので、さきの議決を変更して市債を起こしたいので本案を提出したものであります。

よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。






○又吉　久正君

　安謝の新港湾とも関連いたしまして一挙に１３万２，２５６坪余りを埋め立てることは当を得てることと思いまして去る３月議会でも議決したわけでございます。そのときに評価が余り高いんじやないかという気がいたしましたが今回利息が７．６６５％では採算がとれないので８．０３％にしなくちやいけない、これにより利子総額が７５，９８０ドル増になり、さらに坪あたり１ドル程度増額にすれば事業執行が可能である。今度この議案がさらに出ているわけでございますが、３月議会の説明におきましては琉球銀行としては、それだけの金はないから外国銀行から借りるということです。それには手数料もいると思うがどうしても７．６６５％でなければいかぬという、説明であります。その後において今度の説明では外国銀行と折衝した結果、この利率では採算がとれないということになつておりますが、前の３月の議会ではこの外国銀行との折衝をしてなかつたのでああいう７．６６５％の利率を出したのか、その点をお伺いいたします。






○財政部長（当間　重美君）

　お答えいたします。３月議会におはかりいたしました議案につきましても私ども琉銀にまいりまして再三担当理事、副総裁というふうに十分な折衝をもつておはかりしたわけでありますけれども、その後総裁が上京されまして具体的な折衝に入られた場合に、普通本土、あるいは沖繩において予想しにくい具体的に申しますと予約手数料とか、それから本土ではすでにただし書きで免除になつております利子の源泉徴収料、沖繩ではまだ法の不備のためただし書きがございませんがそういうふうな細い点が出てまいりましての変更でございます。




○又吉　久正君

　３月の議会でも、これは当局としても十分外国銀行と話し合つたもんだと思つてこれは議決承認をしたつもりであります。本員が申し上げたいのは、ただでさえも９０ドルの売却評価では高いと考えておる矢先にまたさらに上つてくる利率によつてこの売却処分が可能かどうか。そこをまず検討しなければならないんじやないかと考えるわけであります。第１次埋め立ての場合は３０ドル、第４次埋め立てと第１次埋め立てと接近しておるところがありますが、ここなんかは３０ドル内外で売却されておる。入札しても買手がなくて随意契約で２７．８ドルで売つたすぐとなりの埋立地です。これが一躍評価が３倍になるということは危険じやないかという感を抱くものであります。１次埋め立ての場合は入札しても落札者がなく随意でもつて売つて当局は苦労したことがありますが、２次埋め立てからは非常に入札者が多くなつて競争して買つた。ということはどこに原因があつたか、これは那覇市の土地を買つておくというと放つておいても儲かる。だから宮古、八重山からもきて那覇の土地を買つておいておけば儲かるという考え方の人が多く出て、２倍も３倍もつり上げた。しかし最近におきましては土地評価が下がりつつあるその例を見てもわかるようにこの住宅公社に契約したのが３分の１に減らされた。それもよくみなくちやいけない、当局から１３０ドルで買つて公社は１３８ドルで売ろうとした。みんな買いたかつた、立ち退き者は、評価を調べたら１３８ドルだつたので、びつくりして買わない、評価がもしも安すければ全部買いよつたはずです。権利者も売りよつたはずです。それだけ評価が高かつたためにたつた６件しか売つていないという事実、それから考えても評価額が高過ぎはせぬか。これは当局も自信をもつておられるとは思いますが、もしもこれが予定どおり売れなければ、５か年償還の財政計画はやつていますけれどもこれができない場合はこの利息でもつて、ますます高くなつていくんじやないかと思いますが、当局のご見解をお伺いします。




○財政部長（当間　重美君）

　お答えいたします。１次から２次にわたります今までの売買実績から考えまして、私どもの９０ドルという値段の見通しとしては確かなものがあるというふうに考えております。




○又吉　久正君

　もちろん議案を出すからには自信をもつて出されると推察いたしまするが実際これを売却するとなるとどうなるか。ということは、去つた１０日前にも入札があつたはずです。話を聞くと入札者がたくさんいたけれども、一人の落札者もなかつた、また当局の予定価格との差も大きかつたということも聞いております。ということは当局の最低評価に一人も達せ得なかつた、非常な開きが出た。だから入札者はたくさんいたけれども一人の落札者もいなかつたということ自体が、すでに土地というものに対しては次第に元に戻りつつあるんじやないか、１次埋め立地を売つたようなあれに近いような時点はきはせぬか、こう予想します。ですからあの１０日前の入札公表はしておられないかもしれませんが、できるならば参考的に平均落札の値段がいくらあつたのか、これを聞きたい。入札の平均が７．８０ドルしかなかつたのではないか、当局は１３０ドルから１５０ドルと最低の評価があつたとこう考えております。そこで平均入札が幾らあつて、市当局との予定価格がどのくらいのくるいがあつたかということをご説明を願いたい。






○第一助役（古堅　宗徳君）

　お答えします。第１次の埋め立ての件でございますが、又吉議員は売れなかつたんじやないかというようなことを申しておりますが、あのときは港湾の計画はなかつたわけでございます。その後に港湾の計画が出まして、あの地域がこれから発展するということで希望者が出てきたようなわけでございまして、今度も港湾の構築が始まりますとそれに対する要求が多くなつてくると当局はみておるわけでございます。それから３次の埋立地でございますが、これは落札者がなかつたんじやないかということでございますが、時期的に早やかつたんじやないかというような反省をしておるわけでございます。と申しますのは各金融機関の決算期でございまして、貸出しの停止、いわゆる融資がなかつたということも原因しておるんじやないかと考えております。今度の場合も９１ドルで処分すれば採算が取れる、これはもちろん公共用地を除いての計算でございまして、十分に採算が取れるというような計算でございます。




○又吉　久正君

　もちろん保有地が６，２２６．３６坪あるわけでございます。これも入れるともつと評価は下げることができる計算になるわけでございますが、本員が申し上げたいことは金融検査庁でも沖繩の土地の評価が値上がりしているので、これは何とかすると２カ年前から言つております。だから土地購入には銀行は金は貸さない、急に２倍も３倍も上つていくことは正常じやない、その正常じやないときに入札にかけたら、これは元に戻りつつあるんじやないかということで、本員は質疑をしておるわけでございますが、当局が自信をもつて売れることであればそれにこしたことはないと、こう思います。

質疑は終ります。






○仲本　安一君

　先ほど１９番議員からご質疑がございましたので、一部重複するかもしれませんが、この議決は３月１８日に可決になつておりますので、ちようど１カ月前でございます。１カ月間でそのような変動があるということは、どうしても予想できないわけです。それからいたしますならば、当局のいわゆる調査不十分であつたといつてもさしつかえないんじやないかと思うわけでございますが、この利率につきましてはわれわれが議員になりましてからの４％～５％、６％、６％～７％と毎年のように上つております。それについては資金の問題であり、金融の問題でありますので、それはわれわれの手におえない問題もありましようからそれは一応わかります。

わかりますけれども１カ月間でそのようになおさざるを得ないという問題については、どうしても理解できない。そこでお尋ねしたいのはこの１カ月前に十分調査をしたというようなことでございましたけれども、しかし本員はそこらは十分なされてなかつたんじやないかとこう思いますが、この参考資料の変更理由、これを拝見いたしますと琉銀としては５００万ドルについてはそれだけの資金量がないので、その一部については琉銀が外国銀行から借りて、さらに那覇市に貸すというようなことに本員は解釈しております。

　従つてそれは那覇市が直接外国銀行から借り入れるということじやないと思います。そこでおそらく１カ月前の３月１８日の時点においては５００万ドルについては、琉銀にそれだけの資金量がありますということを言つておきながら、１カ月後の今日ではまたありませんので外国銀行から借入れなくちやあならないというようなこと自体は、これは琉球銀行たるいわゆる信用度にかけても問題であろうと思います。本当に琉球銀行が１カ月前には５００万ドルについては責任をもつと言つたのか、それとも那覇市が早合点しておそらくできるであろうという調子で議案を提出し、その議決を得たのか。そこら辺も本員は理解できないのでそれも合わせてお尋ねいたします。

　そこで利率７．６６５％から８．０３％に上つたという点については、５００万ドルが借り入れ額でありますが、その５００万ドルは全部外国銀行から借り入れるわけじやない、つまり５００万ドルのうち３００万ドルは琉球銀行が責任は持てるが、あとの２００万ドルについては外国銀行から借り入れる。合わせて５００万ドル貸すということであれば、前者の琉球銀行だけで責任を持てる３００万ドルについては、少なくとも７．６６５％であり、あとの外国銀行から借り入れる分に８．０３％になるべきじやないか、にもかかわらず全体の５００万ドルにつき８．０３％という点については本員少々理解できないわけです。その辺をご説明を願います。






○財政部長（当間　重美君）

　お答えします。ただいまのご質疑のように５００万ドルのうち２００万ドルが外国銀行からの借入れでございます。あと３００万ドルを琉銀の責任において調達する、こういうことでございます。

　第２点目でございますが、外銀借入れ分は８．０３％でもいいんだが、あとの３００万ドルについては３月に議決いただきました７．６６５％でいいのじやないかというようなご質疑でございますが、これはほかの民間の独立した機関の営業の問題とも関連しますので、私どもとしましても、つまり職権をもつて立ち入れない点もございます。市中の普通に想定されますコスト、そのようなものをわれわれのほうで計算いたしました。そしてまた先方の都合の許す限り、営業上の秘密がございますので、それはさておきまして琉球銀行としても発表してさしつかえないというものをつき合わせまして、われわれは試算をもつておりますが、それによりますと２００万ドルにつきましては概算２２万ドルの持ち出しでございます。逆ザヤでございますので赤字でございます。それに対しまして残りの３００万ドルにつきましては７カ月で２５万の黒字、そうしますと５００万ドルという大金を動かしながら、しかも７カ年で３万ドル程度というふうな非常に、むしろ政策金融銀行的な破格のものではないか、しかしながら１カ月前に議決をいただいたばかりで、１カ月間にこういうふうな変更は大変遺憾に存じますけれども、今日の世界的な金利の状況、あるいは金、ドルの問題、そういつたこともありまして、それから私どもとしましては、開発金融公社が今日ほとんど公共団体に対しましても機能停止、そして続いて発足しました資金運用部資金も現年度では到底まかなえるものではない。しからば現在沖繩にありますアメリカ銀行、アメックスこれからやりくりいたすとしましても、これは１年以上の貸出しはやつておりませんし、いろんな制限がございます。それから琉銀ができなければ沖縄銀行、南陽相互銀行、中央相互銀行を検討いたしましたが、これも資金量においてはるかに琉銀には及びません。そういうふうな事情でございます。しからば輸出入銀行はどうか、と考えたんですが、しかしそこは条件がついています。そこに使う資材はほとんど日本製を使えば融資するというきびしい条件でございました。しかし港湾事業は一日も早く進めていかなければならない、そういう必要がございました関係で、やむを得ない結果ではないかと私どもは思つております。




○仲本　安一君

　委員会付託でありますならばもつと詳わしくお尋ねしたいと思いますが一応は当局の答弁を承つておきたいと思います。これは借入れの額および返済期限等の変更はない、そこでこの７．６６５％から８．０３％に上つたことによつてふえる利息、これは合計しまして７５，９８０ドルということになつております。当局の変更理由の説明によりますと、その増額分については変更前の計画のうち平方メートル当り土地の売却、これは坪になおしたほうがいいでしようか、その変更後の売却の場合には坪当り約１ドルの増とする、はつきり申し上げますならば１ドル０３セントの増になる。その利息の増額分についてはまかなえることが可能であるというようなことが説明なされておりますが、そこでお尋ねしたいのは、これは本員は不勉強でございますがこの第４次埋め立ての坪数は約どのぐらいですか。




○財政部長（当間　重美君）

　１３万７，０００坪でございます。




○仲本　安一君

　そうするとその計画からしますと、結局あり余るということになりますね。そうですね、つまり７５，９８０ドルあれば算数の上では調和がとれるということになりますね。ところが１３万７，０００坪ありますと１ドルづつ坪当り上つたとしても、その利息の上つた分についても補ぎなつても余りあるということが計算上成り立つということになりますね。




○財政部長（当間　重美君）

　それには都市計画によります公共用地、あるいはその他の施設がございますので、それをさつ引いた分の売却処分であります。

（「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後１２時１９分　休憩）

	（午後１２時２２分　再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○金城　吾郎君

　資金運用部資金との話し合いはしなかつたんですか。






○財政部長（当間　重美君）

　これはたびたび申し上げておりますが、６８年度資金運用部資金計画におきましては、市町村の総わくが４００万ドル、これは当初に額が決定されますが、その中ですでに７０％の２７０万ドルを当市が借用しております。こういうふうな状況でございまして、むしろほかの市町村のことも考えなくちやいけない、こういうふうな状況でございます。




○議長（高良　一君）

　質疑終結し討論に入ります。

（「討論なし」という者あり）




○議長（高良　一君）

　討論終結し採決に入ります。日程第６、議案第３１号、議決内容の一部変更については原案どおり可決することにご賛成の方ご起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　以上をもちまして第１０１回那覇市議会臨時会を閉会いたします。

（午後１２時２５分　閉会）




～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。




１９６８年４月１８日




議長　　　高良一　　㊞

署名議員　儀間真祥　㊞

署名議員　友利栄吉　㊞
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